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久御山町廃棄物の減量及び適正処理の促進等に関する条例

久御山町廃棄物の処理及び清掃に関する条例（昭和48年久御山町条例第11号）

の全部を改正する。

（目的）

第１条 この条例は、廃棄物の排出を抑制し、循環的な利用の促進及び適正な

処理のために必要な事項を定めることにより、廃棄物の減量、循環型社会の

形成、快適な生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るとともに、現在及び

将来にわたり町民の健康で文化的な生活の確保に寄与することを目的とす

る。

（定義）

第２条 この条例における用語の意義は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律

（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）及び循環型社会形成推進基

本法（平成12年法律第110号）の例による。

（町の責務）

第３条 町は、廃棄物の排出を抑制し、再生利用の促進その他のあらゆる施策

を通じて、廃棄物の減量を推進するとともに、廃棄物の適正な処理に必要な

措置を講じるよう努めなければならない。

２ 町は、廃棄物の減量及び適正な処理並びに清潔の保持に関する町民及び事

業者の意識の啓発を図るとともに、町民及び事業者の自主的な活動を支援し、

効率的な活動の実施を図るため、情報提供、助成制度その他の必要な施策を

講じるよう努めなければならない。

３ 町は、再生品又は再使用の可能なものの積極的な利用及び再生利用の促進

に努めなければならない。

（事業者の責務）

第４条 事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物の排出を抑制し、再使

用及び再生利用を促進すること等により廃棄物の減量に努めるとともに、自
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らの責任において生活環境の保全上支障が生じないうちに廃棄物を適正に処

理しなければならない。

２ 事業者は、物の製造、加工、販売等を行う製品等について、再使用及び再

生利用が行いやすいよう工夫するとともに、製品等の包装の簡素化に努めな

ければならない。

３ 事業者は、廃棄物の減量及び適正な処理に必要な措置並びに清潔の保持に

関する町の施策に協力しなければならない。

（町民の責務）

第５条 町民は、使い捨ての製品等の使用をできる限り抑制し、簡易包装され

た製品等の使用を図ることにより、廃棄物の減量に努めるとともに、再生品

又は再使用可能な製品の使用及び長期使用を図ること等により、廃棄物の再

生利用に努めなければならない。

２ 町民は、再生利用が可能な廃棄物について、地域団体等が行う再生資源の

回収に協力するとともに、町が行う分別収集等による廃棄物の減量及び適正

な処理並びに清潔の保持に関する町の施策に協力しなければならない。

３ 町民は、家庭から排出される廃棄物のごみ集積場を清潔に保つように努め

なければならない。

（相互協力）

第６条 町、事業者及び町民は、廃棄物の減量及び適正な処理並びに清潔の保

持の推進に当たっては、積極かつ相互に協力し、及び連携しなければならな

い。

（一般廃棄物処理計画）

第７条 町長は、法第６条第１項に規定する一般廃棄物の処理に関する計画

（以下「一般廃棄物処理計画」という。）を定めたとき、又はその計画を変

更したときは、これを告示するものとする。

（一般廃棄物の処理）

第８条 町は、一般廃棄物処理計画に従って、町の区域内における一般廃棄物

を生活環境の保全上支障が生じないうちに収集し、運搬し、及び処分しなけ

ればならない。
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２ 土地又は建物の占有者（占有者がない場合は、管理者とする。以下「占有

者」という。）は、その土地又は建物内の一般廃棄物について、一般廃棄物

処理計画に従い適正に分別し、保管すること等により、町が行う収集、運搬

及び処分に協力しなければならない。

３ 占有者は、その土地又は建物において発生した一般廃棄物について、自ら

城南衛生管理組合の処理場に搬入する場合は、規則で定めるところにより、

あらかじめ町長に届け出なければならない。

４ 占有者は、有料により臨時に家庭系一般廃棄物の収集を町に委託しようと

するときは、あらかじめ町長に申し出なければならない。

（排出規制）

第９条 占有者は、町が行う一般廃棄物の収集に際して、一般廃棄物のうち次

に掲げる廃棄物を排出してはならない。

(1) 特別管理一般廃棄物

(2) 人の健康又は生活環境に有害な物質を含むもの

(3) 引火性のあるもの等危険性のあるもの

(4) 著しい悪臭を発するもの

(5) 法第６条の３第１項の規定により指定を受けた一般廃棄物

(6) 第12条第１項の規定により指定を受けた一般廃棄物

(7) 前各号に掲げるもののほか、一般廃棄物の処理に著しい支障を及ぼす

おそれがあるもの

（事業者の自己処理の基準）

第10条 事業者は、自ら所有し、若しくは占有する土地又は建物において発生

した一般廃棄物を自ら処理するときは、その一般廃棄物を法第６条の２第２

項に定める基準（特別管理一般廃棄物については、同条第３項に規定する特

別管理一般廃棄物処理基準）に準じて処理しなければならない。

２ 町長は、事業活動により規則で定める多量の一般廃棄物を排出する事業者

（以下「多量排出事業者」という。）に対し、法第６条の２第５項に定める

指示を行うことができる。
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３ 事業者は、前項に規定する一般廃棄物を排出する場合には、あらかじめ破

砕、圧縮その他の前処理に努めなければならない。

（多量排出事業者に対する勧告等）

第11条 町長は、前条第２項に定める指示に違反した者に対し、期限を定めて、

必要な措置を講ずるよう勧告することができる。

２ 町長は、前項の勧告を受けた者が当該期限を過ぎても必要な措置を講じな

かったときは、当該事実に関してその旨を公表することができる。

（適正処理困難物の指定）

第12条 町長は、法第６条の３第１項の規定に基づき環境大臣が指定したもの

以外の一般廃棄物のうち、適正な処理が困難であると認められるものを、適

正処理困難物に指定することができる。

２ 町長は、前項の規定により指定をしたときは、これを告示しなければなら

ない。

３ 町長は、第１項で指定した適正処理困難物の製造、加工及び販売を行う事

業者に対し、その適正処理困難物を自らの責任で回収すること等、適正に処

理するために必要な協力を求めることができる。

（廃棄物の持去りの禁止等）

第13条 町及び町が法第６条の２第２項の規定により一般廃棄物の収集・運搬

を委託した者以外の者は、一般廃棄物処理計画に定められたごみ集積場から

町が収集する一般廃棄物として排出された資源物を持ち去ってはならない。

２ 町長に再生資源利用実施団体届出書を提出した団体を構成する者又は再生

資源利用実施団体が資源物を譲渡する契約をした者以外の者は、再生資源利

用実施団体が再生資源集団回収を実施するために指定した場所に排出された

資源物を持ち去ってはならない。

３ 町長は、前２項に違反して資源物を持ち去った者に対し、これらの行為を

しないよう勧告することができる。

４ 町長は、前項の勧告を受けた者が正当な理由なく当該勧告に従わなかった

ときは、その者に意見を述べる機会を与えたうえで、その旨を公表すること

ができる。
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（清潔の保持）

第14条 占有者は、その土地又は建物にみだりに廃棄物が捨てられないように、

適正な管理に努めなければならない。

２ 占有者は、その土地又は建物に廃棄物が捨てられたときは、その廃棄物を

自らの責任で適正に処理しなければならない。

３ 何人も、公園、道路、河川その他の公共の場所を汚してはならない。

４ 遺棄された動物の死体を発見した者は、速やかに町長へ届け出なければな

らない。

（収集、運搬及び処分手数料）

第15条 町長は、法第６条の２第１項に規定する一般廃棄物の収集、運搬及び

処分につき、別表第１に掲げる手数料を徴収する。

２ 既納の手数料は、還付しない。ただし、町長が特別の理由があると認める

ときは、この限りでない。

３ 町長は、災害その他やむを得ない理由があると認めるときは、第１項の手

数料を減額し、又は免除することができる。

４ 前各項に定めるもののほか、手数料の徴収に関し必要な事項は、規則で定

める。

（許可等の申請に対する審査手数料）

第16条 町長は、法第７条第１項若しくは第６項に規定する許可の申請又は法

第７条第２項若しくは第７項に規定する更新の許可の申請又は法第７条の２

第１項に規定する変更の許可の申請に対する審査につき、別表第２に掲げる

手数料を徴収する。

２ 前項に規定する許可又は更新に係る許可書の再交付の申請に対する審査に

つき、別表第２に掲げる手数料を徴収する。

３ 前２項の手数料は、当該申請の際に納入するものとし、既納の手数料は、

還付しない。

（報告の徴収）

第17条 町長は、この条例の施行に必要な限度において、一般廃棄物を排出す

る事業者又は一般廃棄物の収集、運搬若しくは処分を業とする者その他必要
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と認める者に対し、一般廃棄物の減量及びその適正な処理に関し必要な報告

を求めることができる。

（立入検査）

第18条 町長は、この条例の施行に必要な限度において、その職員に、収集、

運搬若しくは処分を業とする者その他必要と認める者が占有し、所有し、又

は管理する土地若しくは建物に立ち入り、廃棄物の減量及びその適正な処理

に関し、必要な検査等をさせることができる。

２ 前項の規定により立入検査を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、

関係者に提示しなければならない。

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたもの

と解釈してはならない。

（委任）

第19条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

規則で定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成31年９月１日から施行する。

（準備行為）

２ この条例による改正後の久御山町廃棄物の減量及び適正処理の促進等に関

する条例第16条第１項及び第２項の規定による手数料の徴収に関し必要な行

為は、この条例の施行日前においても行うことができる。
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別表第１（第15条関係）

種 別 取扱区分 手数料

家庭系一般廃棄物
占有者が臨時に収集、運搬

及び処分を委託するとき

100リットルまでご

とに200円

犬・猫等の死体
飼い犬・猫又はこれに準ず

るもの
１頭につき1,000円

ユニット形エアコンディシ

ョナー（ウィンド形エアコ

ンディショナー又は室内ユ

ニットが壁掛け形若しくは

床置き形であるセパレート

形エアコンディショナーに

限る。）に係る特定家庭用

機器廃棄物

ウィンド形エアコンディシ

ョナーに係る特定家庭用機

器廃棄物の収集及び運搬を

委託するとき

１個につき3,000円

セパレート形エアコンディ

ショナーに係る特定家庭用

機器廃棄物の収集及び運搬

を委託するとき

室内ユニットと室外

ユニット１組につき

3,000円

テレビジョン受信機（ブラ

ウン管式のもの、液晶式の

もの（電源として一次電池

又は蓄電池を使用しないも

のに限り、建築物に組み込

むことができるように設計

したものを除く。）及びプ

ラズマ式のもの）に係る特

定家庭用機器廃棄物

収集及び運搬を委託すると

き

１個につき3,000円

電気冷蔵庫及び電気冷凍庫

に係る特定家庭用機器廃棄

物

収集及び運搬を委託すると

き １個につき3,000円

電気洗濯機及び衣類乾燥機

に係る特定家庭用機器廃棄

物

収集及び運搬を委託すると

き １個につき3,000円
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別表第２（第16条関係）

区 分 手数料

法第７条第１項の規定による許可の申請に対する審査
１件当たり10,000円

法第７条第２項の規定による更新の許可の申請に対す

る審査
１件当たり10,000円

法第７条の２第１項の規定による変更（一般廃棄物収

集運搬業許可に係る変更に限る。）の許可の申請に対

する審査

１件当たり10,000円

法第７条第６項の規定による許可の申請に対する審査
１件当たり10,000円

法第７条第７項の許可の規定による更新の許可の申請

に対する審査
１件当たり10,000円

法第７条の２第１項の規定による変更（一般廃棄物処

分業許可に係る変更に限る。）の許可の申請に対する

審査

１件当たり10,000円

前各項に規定する許可又はその更新に係る許可証の再

交付の申請に対する審査
１件当たり5,000円


